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生活に困窮する方への相談・支援体制を強化します 

 

 「生活自立・仕事相談センター（各区役所福祉課に設置）」では、生活に困窮する方

に対する相談・支援等を行っています。 

新型コロナウイルス感染拡大に伴う影響により、生活に困窮する方からの相談の増

加に対応するため、相談・支援体制を強化します。 

 本事業は、令和２年度６月補正予算の成立をもって実施するものです。 

 

 

１ 生活困窮者相談支援員の増員 

  生活困窮者からの住居確保給付金や住まいに関する相談が増加しているため、各

区役所内にある生活自立・仕事相談センターの生活困窮者相談支援員を各区２名増

員し、相談・支援体制を強化します。 

○ 生活困窮者自立支援事業 ２９，０７０，０００円 

 

２ 一時的な居所の提供等の支援 

  一定の住居を持たず、経済的にもお困りの方で、就労等により安定した生活を送

ることを目指す方に対し、一時的な生活の場として宿泊場所や日常生活を営むのに

必要な居住支援を行うため、居所の確保に要する経費や相談・支援体制を強化しま

す。 

○ 生活保護執行管理事業 ３０，３０１，０００円 
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